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2026 年 10 月 23 日 

企業会計基準委員会 

 

企業会計基準公開草案第 100号 

「継続企業に関する会計基準（案）」等の公表 
 

コメントの募集 

当委員会及び日本公認会計士協会は、日本公認会計士協会が公表した企業会計に関する

実務指針（Q&A を含む。以下「実務指針等」という。）を当委員会に移管するプロジェクト

（以下「移管プロジェクト」という。）を進めていく中で、2023年 6月に「日本公認会計士

協会が公表した実務指針等の移管に関する意見の募集」（以下「意見募集文書」という。）を

公表しました。意見募集文書に対して寄せられた意見では、会計に関する指針のみを扱う実

務指針等以外の実務指針等のうち、継続企業と後発事象に関する実務指針等の移管に係る

実行可能性について調査研究を行うことを支持する意見が聞かれました。 

調査研究の結果、日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第 74号「継続企業の前

提に関する開示について」（以下「報告第 74号」という。）における定めを会計に関する内

容と監査に関する内容に切り分けて、会計に関する内容について会計基準で用いられる表

現に見直した上で当委員会に移管することは原則として可能であると考えられました。 

この調査研究の結果を踏まえると、報告第 74号を当委員会の会計基準に移管することに

より、我が国の会計基準の全体像を把握しにくいなど指摘されている課題に対応すること

となり、会計基準の体系の完全性の改善が見込まれることから、当委員会は、2024 年 8 月

開催の第 531 回企業会計基準委員会において継続企業に関する会計基準の開発を新規テー

マとすることとし、検討を重ねてまいりました。 

今般、2026年 10月 20日開催の第 586回企業会計基準委員会において、以下の企業会計

基準及び企業会計基準適用指針の公開草案（以下合わせて「本公開草案」という。）の公表

を承認しましたので、本日公表いたします。 

 

 企業会計基準公開草案第 100号「継続企業に関する会計基準（案）」（以下「本会計

基準案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第 95号「継続企業に関する会計基準の適用指針（案）」

（以下「本適用指針案」という。） 

 企業会計基準公開草案第 101号（企業会計基準第 41号の改正案）「後発事象に関す

る会計基準（案）」（以下「後発事象会計基準案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第 96 号（企業会計基準適用指針第 35 号の改正案）

「後発事象に関する会計基準の適用指針（案）」 
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本公開草案の公表は、広くコメントを頂くことを目的とするものです。本公開草案に対す

るコメントがございましたら、2026年 12月 25日（金）までに、電子メールにより下記へ

文書でお寄せください。なお、個々のコメントについては直接回答しないこと、氏名又は名

称が付されていないコメントは有効なものとして取り扱わないこと、寄せられたコメント

については氏名又は名称を含め当委員会のホームページに原則として公開することを、あ

らかじめご了承ください。 

 

記 

 

電 子 メ ー ル：keizokukigyo2026@asb-j.jp 

 

mailto:keizokukigyo2026@asb-j.jp
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本公開草案の概要及び質問項目 

以下の概要は、コメントをお寄せ頂くにあたっての便宜に資するため、本公開草案の内容

を要約したものです。コメントをお寄せ頂く際には、より正確な検討のために本公開草案を

お読み頂きますようお願い申し上げます。 

また、コメントをお寄せ頂く方の便宜のため、個別の質問項目を以下の概要に含めていま

すが、コメントの対象はこれらに限られるものではありません。さらに、すべての質問項目

についてご回答頂く必要はありません。 

 

◼ 移管にあたっての基本的な方針（本会計基準案 BC1項から BC5項） 

本公開草案は、2024 年 6 月に公表した「継続企業及び後発事象に関する調査研究」に

おいて、報告第 74号における定めを会計に関する内容と監査に関する内容に切り分けて、

会計に関する内容について会計基準で用いられる表現に見直した上で当委員会に移管す

ることは原則として可能と考えられたことから、報告第 74号における会計に関する内容

を移管することにより、継続企業に関する会計基準の開発を行うこととしている。 

また、当委員会が移管プロジェクトを進めている中、国際監査基準（ISA）570「継続企

業」（以下「ISA 570」という。）の改訂に伴い、企業会計審議会監査部会及び日本公認会

計士協会において、継続企業の前提に関する経営者の評価期間の改訂が進められている。

このため、会計上の取扱いを監査上の取扱いと整合的なものとする観点も含め、本会計基

準の開発を行うこととしている。 

 

◼ 継続企業の前提に関する評価（本会計基準案第 5 項から第 10 項及び BC9 項から BC16

項） 

➢ 継続企業を前提として財務諸表を作成することの適切性の評価（本会計基準案第 5

項、第 6項及び BC10項から BC11項） 

（提案内容） 

 本会計基準案では、日本公認会計士協会 監査・保証基準委員会 監査基準報告書 570

「継続企業」（以下「監基報 570」という。）第 2 項の記載を踏まえて、「企業の清算若

しくは営業停止の意図がある場合、又はこれら以外に現実的な代替案がない場合を除

き、企業は、継続企業を前提として財務諸表を作成する。」と定めることを提案してい

る。 

（提案理由） 

 移管にあたっての基本的な方針から、本会計基準の開発にあたって報告第 74号にお

ける会計に関する内容に限って移管することが考えられた。しかしながら、このような

形で移管を行うと、本会計基準は開示のみを扱う基準となり、継続企業の前提が適切で

あるかをどのように評価するかに関する指針が不足しているとの指摘を受ける可能性

がある。 
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 この点、監基報 570第 2項においては、「一般目的の財務諸表は、経営者に当該企業

の清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以外に現実的な代替案がない場合

を除いて、継続企業の前提に基づき作成される。」との記述がなされており、監査実務

においては判断基準として機能していると考えられる。このため、当該判断基準を会計

基準に取り込むとしても、現行の実務を変更しない範囲で報告第 74号を移管する範疇

にあると考えられる。また、当該判断基準は国際会計基準（IAS）第 8号「財務諸表の

作成基礎」（2024年 4月公表）にも同様の内容が定められているため、当該判断基準を

取り込む場合、IFRS 会計基準と整合的な取扱いとなると考えられる。したがって、本

会計基準案においては、企業の清算若しくは営業停止の意図がある場合、又はこれら以

外に現実的な代替案がない場合を除き、企業は、継続企業を前提として財務諸表を作成

する定めを置くこととしている。 

 

質問 1-1（継続企業を前提として財務諸表を作成することの適切性の評価） 

企業の清算若しくは営業停止の意図がある場合、又はこれら以外に現実的な代替

案がない場合を除き、企業は、継続企業を前提として財務諸表を作成するとの定めを

追加する本会計基準案の提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記

載ください。 

 

➢ 継続企業の前提に関する評価を行う期間（本会計基準案第 4項から第 6項、BC6項か

ら BC8項及び BC12項から BC13項、本適用指針案第 3項、後発事象会計基準案第 6-

2項及び BC8-2項から BC8-6項） 

（提案内容） 

 本会計基準案において、財務諸表の作成にあたって、合理的に入手できるすべての情

報を考慮し、決算日後、少なくとも財務諸表の公表の承認日後 1年を経過した日までの

期間にわたり継続企業として存続する能力があるかどうかを評価することとしている。

継続企業の前提に関する評価を行う期間に関して、報告第 74号では「少なくとも貸借

対照表日の翌日から 1年間」と定められていたところ、本会計基準案においては、「決

算日後、少なくとも財務諸表の公表の承認日後 1年を経過した日までの期間」を継続企

業の前提に関する評価を行う期間とすることを提案している。 

また、本適用指針案では、会計監査人設置会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第

2 条第 11 号）において会計監査人により監査される計算書類及び附属明細書又は連結

計算書類に関する「財務諸表の公表の承認日」は、「企業が一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準及び会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）に準拠して計算書

類等又は連結計算書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認した日」（企

業会計基準適用指針第 35号「後発事象に関する会計基準の適用指針」第 4項）と読み
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替えることを提案している。 

さらに、後発事象会計基準案では、「財務諸表の公表の承認日」の記載について、2026

年 7月に日本公認会計士協会から公表された「監査基準報告書 560『後発事象』の改正

について」（以下「監基報 560改正案」という。）における「財務諸表の公表の承認日」

の定義に関する提案との整合性を勘案し、会計基準として適切な文言となるように見

直した上で「用語の定義」において定義することを提案している。 

（提案理由） 

 「監査基準の改訂について」（企業会計審議会 2002年 1月）及び報告第 74号では、

継続企業の前提に関する評価を行う期間を少なくとも決算日から 1年間と定めていた。

この点、2024年に改訂された ISA 570では、継続企業の前提に関する経営者の評価期

間が財務諸表の承認日から 12か月に満たない場合、監査人は、経営者に対して、評価

期間を少なくとも財務諸表の承認日から 12か月間に延長するように求めなければなら

ないなどの定めが設けられており、継続企業の前提に関する評価期間について改訂さ

れている。ISA 570における当該改訂を踏まえて、企業会計審議会において監査基準の

改訂に関する議論が行われている。また、2025年 12月に日本公認会計士協会から公表

された監基報 570の改正案においても、ISA 570と同様に改正することが提案されてい

る。 

この点、継続企業の前提に関する評価の最短の期間について、決算日から 1年間とす

るよりも、決算日後、財務諸表の公表の承認日後 1 年を経過した日まで評価を行う方

が、継続企業の前提に関する評価についてより将来の事象又は状況を対象とすること

となるため、財務諸表利用者の意思決定に有用な情報を提供することとなると考えら

れる。また、会計上の取扱いと監査上の取扱いが整合的である方が、監査実務が安定的

に行われると考えられる。これらを踏まえ、継続企業の前提に関して、少なくとも財務

諸表の公表の承認日後 1 年を経過した日まで評価を行うことを求めることを提案して

いる。 

また、「財務諸表の公表の承認日」については、これまで企業会計基準第 41号「後発

事象に関する会計基準」の結論の背景においてその内容が説明されていたが、日本公認

会計士協会から公表された監基報 560改正案において「財務諸表の公表の承認日」の定

義が提案されていることを踏まえ、会計基準と監査基準ができるだけ整合的なものと

することにより実務の混乱を防ぐことができると考えられることから、会計基準とし

て適切な文言となるように見直した上で「用語の定義」において定義することを提案し

ている。 

 

質問 1-2（継続企業の前提に関する評価を行う期間） 

継続企業の前提に関する評価を行う期間を決算日後、少なくとも財務諸表の公表
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の承認日後 1 年を経過した日までの期間とする本公開草案の提案に同意しますか。

同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

➢ 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するかどうか

の判断及び当該事象又は状況が存在する場合の継続企業の前提に関する重要な不確

実性の評価（本会計基準案第 7項から第 10項及び BC15項から BC16項、本適用指針

案第 4項から第 7項及び BC2項から BC5項） 

（提案内容） 

 本公開草案において、まず継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在するかどうかを判断することを提案している。さらに、決算日において継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在すると判断した場

合、当該事象又は状況を解消する若しくは改善するための対応策について、次の(1)か

ら(3)を含めて検討し、当該対応策をとってもなお、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められるか否かを評価することを提案している。 

(1)  当該対応策をとる意思及び能力を有している。 

(2)  当該対応策が決算日後、少なくとも財務諸表の公表の承認日後 1 年を経過し

た日までの期間に実行可能である。 

(3)  当該対応策が当該事象又は状況の影響を軽減するのに十分である可能性が高

い。 

 また、決算日後、財務諸表の公表の承認日までの間（以下「後発事象の評価期間」と

いう。）に、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在する

ことが識別された場合においても、同様の評価を行うことを提案している。加えて、決

算日において継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在す

ると判断しているが決算日後に当該事象又は状況が解消した若しくは改善した場合、

財務諸表の公表の承認日に継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められるか否

かの評価を行うことを提案している。 

（提案理由） 

 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するかどうか

の判断及び当該事象又は状況が存在する場合の継続企業の前提に関する重要な不確実

性の評価については、報告第 74号における会計に関する指針に相当する部分を基本的

に踏襲している。ただし、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況を解消する若しくは改善するための対応策の例示については、2025年 12月に日本公

認会計士協会から公表された監基報 570の改正案との整合性を図っている。 

 

質問 1-3（継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するか
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どうかの判断及び当該事象又は状況が存在する場合の継続企業の前提に関する重要な

不確実性の評価） 

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するかどう

かの判断及び当該事象又は状況が存在する場合の継続企業の前提に関する重要な不

確実性の評価に関する本公開草案の提案に同意しますか。同意しない場合には、その

理由をご記載ください。 

 

◼ 開 示（本会計基準案第 11項から第 14項及び BC17項から BC21項） 

（提案内容） 

本会計基準案では、継続企業の前提に関する注記における開示目的は、継続企業を前提

として財務諸表を作成することが適切であるものの継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められるときに、継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切である

こと及びその重要な不確実性を財務諸表利用者が理解できるようにするための十分な情

報を開示することにあると定めることを提案している。 

継続企業の前提に関する評価の結果、決算日において継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような事象又は状況が存在すると判断した場合であって、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められるときには、継続企業の前提に関する重要な不確実性

に係る注記として、次の事項を注記することを提案している。 

(1)  決算日現在に当該事象又は状況が存在する旨及びその内容 

(2)  当該事象又は状況を解消する若しくは改善するための対応策 

(3)  当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由 

(4)  財務諸表が継続企業を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響

を財務諸表に反映していない旨 

また、決算日後の継続企業の前提に関する重要な不確実性に係る注記に関して報告第

74 号においては、決算日後の継続企業の前提に関する重要な不確実性に係る注記事項は

重要な後発事象に関する注記として定められていたところ、本会計基準案においては、継

続企業の前提に関する注記事項と位置付けることを提案している。さらに、決算日後の継

続企業の前提に関する重要な不確実性に係る注記事項として、報告第 74号で定めていた

注記事項に加えて「財務諸表が継続企業を前提として作成されており、当該重要な不確実

性の影響を財務諸表に反映していない旨」を追加することを提案している。 

（提案理由） 

本会計基準案は、報告第 74号における会計に関する指針に相当する部分について、基

本的にその内容を踏襲した上で表現の見直しや考え方の整理等を行い、当委員会の会計

基準に移管しており、報告第 74号の定めの実質的な内容の変更を行うことを意図してい

ない。したがって、原則として報告第 74号に記載されていた継続企業の前提に関する注
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記事項を踏襲することとしている。 

決算日後の継続企業の前提に関する重要な不確実性に係る注記事項は、継続企業の前

提に関する注記事項及び重要な後発事象に関する注記事項のいずれにも位置付けること

が可能であるが、継続企業の前提は財務諸表を作成する根幹に関わるものであることか

ら、継続企業の前提に関する側面を重視し、継続企業の前提に関する注記事項と位置付け

ることとしている。また、前述のとおり、本会計基準案は報告第 74号の定めの実質的な

内容の変更は意図していないものの、決算日後の継続企業の前提に関する重要な不確実

性に係る注記においても、財務諸表が継続企業を前提として作成されており、当該重要な

不確実性の影響を財務諸表に反映していない旨の記載は有用であると考えられることか

ら、報告第 74号の後発事象に関する注記事項に加えて記載を求めることとしている。 

 

質問 2（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由

をご記載ください。 

 

◼ 適用時期等（本会計基準案第 15項から第 16項及び BC22項から BC24項、後発事象会

計基準案第 13項、第 14項、BC31-2項及び BC32項） 

（提案内容） 

本会計基準案では、2028年 3月 31日以後終了する連結会計年度及び事業年度の年度末

に係る財務諸表から将来にわたって適用することを提案している。 

また、本会計基準の適用初年度においては、企業会計基準第 24 号「会計方針の開示、

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（以下「企業会計基準第 24号」という。）

第 14項の定めにかかわらず、適用初年度の比較情報について、新たな表示方法に従い組

替えを行うことを要しないとする経過措置を設けることを提案している。 

（提案理由） 

監査基準との整合性の観点から継続企業の前提に関する評価を行う期間を定めている

状況において、本会計基準の適用時期と監査基準の改訂の実施時期が同時でないと、会計

基準と監査基準をより整合的とすることによって実務を安定させるという目的を達成で

きないと考えられる。このため、監査基準の改訂の実施時期と同時期とし、本会計基準案

は、2028年 3月 31日以後終了する連結会計年度及び事業年度の年度末から適用すること

を提案している。 

また、本会計基準案は、「企業の清算若しくは営業停止の意図がある場合、又はこれら

以外に現実的な代替案がない場合」に該当するかどうかの評価を求めているが、当該評価

を遡及的に求めることは適切でないと考えられるため、適用初年度においては、2028 年

3 月 31 日以後終了する連結会計年度及び事業年度の年度末に係る財務諸表から将来にわ
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たって適用することとしている。 

さらに、後発事象の評価期間に継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況が存在することが識別された場合であって、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められるときの注記について、前連結会計年度及び前事業年度における表示

方法と異なる場合には表示方法の変更に該当すると考えられるものの、情報の有用性が

より高まるなどの効果は乏しいと考えられるため、適用初年度においては、企業会計基準

第 24 号第 14 項の定めにかかわらず、適用初年度の比較情報について、新たな表示方法

に従い組替えを行うことを要しないこととしている。 

 

質問 3（適用時期等） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その

理由をご記載ください。 

 

◼ その他 

質問 4（その他） 

その他、本公開草案に関して、ご意見があればご記載ください。 

 

以 上 


